
福井県地域防災計画の改定案について

改定の基本方針 ： 熊本地震を踏まえた新たな県の対応や、国の防災基本計画の修正を反映
させるため、福井県地域防災計画を改定する。

◆国の防災基本計画の主な修正（H28.5.31）

（１）被災市町への人的応援体制の強化

○市町災害対応支援班を派遣し、市町災害対策本部を支援

（２）救援物資の避難所までの円滑な配送

○広域物流拠点の指定（県産業会館・ｻﾝﾄﾞｰﾑ福井・つるがきらめきみなと館）

○民間団体（トラック協会・倉庫協会）の協力による集積・配送

（３）車中避難者等への対応強化

○車中避難者の状況把握、健康支援

○旅館等の借上げによる高齢者等に配慮した避難所の確保

（４）災害医療体制の強化

○DMATﾛｼﾞｽﾃｨｯｸﾁｰﾑを活用し、病院支援や情報収集等を実施

◆熊本地震を踏まえた新たな県の対応

（１）関東・東北豪雨災害における教訓を踏まえた防災対策の強化

○河川近傍等を「早期立退き避難が必要な区域」として

防災マップに明示

○災害時の必要に応じて近隣市町にも緊急避難場所を設置

○緊急避難場所誘導標識に災害別記号を明示 等
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資料１

◆その他制度改正に伴う修正

（１）避難準備情報等の名称変更

○「避難準備情報」→「避難準備・高齢者等避難開始」

○「避難指示」 →「避難指示（緊急）」 1
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＜本編・震災対策編・雪害対策編の主な改定内容＞ 

 

◆熊本地震を踏まえた新たな県の対応の反映 

（１）被災市町への人的応援体制の強化 

熊本地震に 

おける課題 

県における 

具体的取組 
県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 

新旧表 

（資料２） 

被災市町への

人的応援体制

の不備 

市町災害対応支援

班の派遣 

○災害対策本部長（知事）は、地震等の大規模な災害が発生し、市町が十分な災害応急対

策活動を行うことができないと判断した場合、土木職や保健師等で構成される市町災害

対応支援班を派遣し、市町災害対策本部の運営等を支援する。 

P 4 

P16 

 

（２）救援物資の避難所までの円滑な配送 

熊本地震に 

おける課題 

県における 

具体的取組 
県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 

新旧表 

（資料２） 

救援物資の滞

留・配送の遅れ 

広域物流拠点の 

指定 

○県は、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、市町に配送する

ため、広域物流拠点を予め指定する。 

区分 施設 

嶺北 
福井県産業会館（１号館、２号館） 

サンドーム福井（イベントホール） 

嶺南 つるがきらめきみなと館 
 

P 2 

P15 

民間団体（トラッ

ク協会・倉庫協会）

の協力による 

集積・配送 

○県は、国や他都道府県からの大量の支援物資を受け入れる場合は、予め指定する広域物流

拠点の中から、被災状況等を踏まえて、開設する拠点を決定する。 

○県は、広域物流拠点における物資の受入れ・仕分け・配送について、民間団体等の協力

P10 

P19 
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を得て行う。 

（３）車中避難者等への対応強化 

熊本地震に 

おける課題 

県における 

具体的取組 
県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 

新旧表 

（資料２） 

車中避難者等

への対応が不

十分 

車中避難者に対す

る健康支援 

○県および市町は、車中避難者に対して避難状況を調査し、避難所への誘導が困難な場合

は、水分不足や運動不足等からエコノミークラス症候群等の疾病を引き起こしやすくな

るため、予防方法を周知する等の健康への対策を図る。

P 7 

P17 

旅館等の借上げに

よる多様な避難所

の確保 

○県および市町は、必要に応じて、旅館・ホテル等を要配慮者向けの避難所として借り上げ

るなど、多様な避難所の確保に努める。

P 7 

P17 

（４）災害医療体制の強化 

熊本地震に 

おける課題 

県における 

具体的取組 
県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 

新旧表 

（資料２） 

災害医療の 

効率的な実施 

DMAT ﾛｼﾞｽﾃｨｯｸﾁｰﾑ

の活用 
○県は、ＤＭＡＴロジスティックチームを活用し、病院支援や情報収集等を行う。

P 9 

P17 
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◆国の防災基本計画修正の反映（平成 27 年 9月関東・東北豪雨災害における教訓を踏まえた防災対策の強化 H28.5.31 修正）

（１）関東・東北豪雨災害における教訓を踏まえた防災対策の強化 

国の防災基本計画 
の修正項目 

県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 
新旧表 

（資料２） 

警戒避難体制の充実 

① 市町は、ハザードマップ等の作成の際、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立

退き避難が必要な区域」として明示することに努める。※P6参照

② 市町は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町長の協力を得て、指定緊急避難場所を

近隣市町に開設する。

③ 市町は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種

別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。

県および市町は、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努める。

※P7参照

P 1 

P 2 

P13 

P 3 

P13 

避難所の効率的な運営 

④ 市町は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識等の普及

に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営できるよう

に配慮するよう努める。

⑤ 市町は、避難所における正確な情報の伝達、食料、飲料水等の配布、清掃等については、避難

者、住民、自主防災組織、避難所運営について専門性を有した外部支援者等の協力が得られる

よう努めるとともに、必要に応じ、他の地方公共団体に対して協力を求める。

P 3 

P13 

P 7 

P17 

継続的な医療提供体制

の確保 

⑥ 県は、医療チームの派遣や患者搬送の調整を行う災害医療コーディネーターを活用し、ＤＭＡＴ

活動終了以降についても医療提供体制の確保・継続を図る。

P 9 

P17 
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◆その他制度改正に伴う修正 

（１）避難準備情報等の名称変更 

修正項目 県 地 域 防 災 計 画 改 定 の 概 要 
新旧表 

（資料２） 

避難準備情報等の 

名称変更 

○「避難準備情報」を「避難準備・高齢者等避難開始」に変更 

 

○「避難指示」を「避難指示（緊急）」に変更 

P 6  

 



「早期の立退き避難が必要な区域」のイメージ

浸水深が深い地域（黒の部分）

家屋倒壊等氾濫想定区域（緑の部分）

重
ね
合
わ
せ

早期の立退き避難が必要な区域（青の部分）
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災害種別一般図記号を使用した避難場所標識の例

○災害種別図記号 ○災害種別図記号を利用した標識（坂井中学校）

○避難場所等図記号
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